
 

事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 

作成日：平成 21 年 2 月 24 日 

担当部・課：産業開発部中小企業課 

１．案件名 

チュニジア共和国「品質／生産性向上プロジェクト」 

（Project on Quality/Productivity Improvement） 

２．協力概要 

（１） プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述：  

 本事業は、UGPQ（国家品質事業管理ユニット）、CETIME（機械・電気産業技術センター）、

PACKTEC（包装技術センター）の、優先セクター（電気･電子分野、機械分野、包装分野）に

おける品質／生産性向上に係る普及・支援サービスを提供する能力が向上することを目指す。

そのために、チュニジア政府内の品質･生産性向上支援にかかる組織・体制の整理、中小企業の

品質･生産性向上活動に係るコンサルティング･サービスを提供する UGPQ、CETIME、PACKTEC

内のコンサルタント（指導員）が継続的に育成される仕組みの構築、UGPQ を中心とした品質

／生産性向上活動に係る情報発信（企業や民間コンサルタント向け普及・指導セミナーを含む）

能力の向上を図る。 

 

（２） 協力期間：3 年間（2009 年 10 月～2012 年 9 月） 

（３） 協力総額（日本側）：約 3.58 億円 

（４） 協力相手先機関：UGPQ、CETIME、PACKTEC 

（５） 国内協力機関：未定 

（６） 裨益対象者及び規模：UGPQ 及び技術センター職員（直接的には CETIME 及び PACKTEC

の 20 名、間接的には他のセンターも含めて 60 名）、民間コンサルタント 30 名、モデル

企業約 60 社 

（７） 協力実施地域：チュニジア全土 
 
３．協力の必要性・位置付け 

（１）現状および問題点 
チュニジア国では、EU とのパートナーシップ協定締結に伴い、2008 年までに関税障壁の撤廃

が進んでおり、これまで保護政策の下に置かれてきた国内産業、特に中小企業の生産性をレベ

ルアップし、国際競争力を確保・強化することが喫緊の課題となっている。この政策実現のた

め、1995 年以来、国家開発戦略として「産業レベルアップ計画(Mise a Niveau)」を推進している。

中でも、生産管理技術と製造技術の強化が急務となっており、この課題の対策として、工業・

エネルギー・中小企業省傘下に、国家品質事業管理ユニット（UGPQ）が設置された。 
UGPQ は、これまで産業分野ごとに設立されていた技術センターより推薦されたスタッフで

構成される時限的組織であり、品質管理、生産性向上に向けた取り組みを指導することを目的

としている。UGPQ の活動により、2009 年末までには、総計 1300 企業が ISO 等の、品質･生産

性を含むマネジメント国際規格を取得するとしている。 
チュニジア政府は、このような背景の下、UGPQ が品質/生産性向上活動の普及を行う上で必

要な政策、実施体制への提言に係る包括的なマスタープラン及びアクションプランの策定を我



が国に対し要請し、2006 年から 2008 年にかけて JICA は開発調査「品質/生産性向上マスタープ

ラン調査」を実施した。 
同開発調査では、パイロットプロジェクトとして電気・電子及び食品加工サブセクターにお

ける企業診断･指導を UGPQ や技術センターとともに行うことで、具体的な成果を挙げるととも

に、生産現場での 5S やカイゼンにより、新規の機械設備導入を伴わずとも品質／生産性を向上

させる余地があることを検証し、品質/生産性向上に係るマスタープランへの提言を引き出した。

他方で、こうした生産現場レベルでの品質／生産性改善の指導を行う人材やノウハウは十分に

チュニジアに存在していないことから、チュニジア側が診断･指導を行う人材を自律的に養成

し、パイロットプロジェクトの対象セクター以外のセクターも含めて企業からの指導･普及ニー

ズに応える体制を構築するには至っていない。以上を背景に、今般、チュニジア側より、同提

言も踏まえて、生産性向上分野について、更に他のサブセクターへの普及や政府における持続

的な支援体制の構築に係る技術協力プロジェクトが要請された。より具体的には、UGPQ によ

る品質／生産性向上に係る体制整備や広報・普及活動の促進、技術センター（CETIME 及び

PACKTEC）による企業への現場指導能力の向上が求められている。 
 
（２）チュニジア国政府国家政策上の位置付け 
チュニジア国政府は、1995 年以来、国家開発戦略として「産業レベルアップ計画（Mise a 

Niveau）」を推進しており、優先分野として工業開発（品質管理、生産性向上、職業訓練、中小

企業振興）を挙げている。本国家開発戦略は、第 11 次 5 カ年計画（2007～2011 年）においても

引き続き踏襲されている。また、Mise a Niveau の具体的サブプロジェクトとして、上述の UGPQ
を設置し、2009 年末までには、総計 1300 企業が ISO 等の、品質･生産性を含むマネジメント国

際規格を取得するとしている。 
 

（３）我が国援助政策との関連、JICA 国別援助実施方針上の位置付け 
外務省の対チュニジア国国別援助計画では開発上の課題として「生産性向上と経済の多様化」

の小項目である「産業競争力の強化」が挙げられている。また、JICA 国別援助実施方針の重点

分野「産業界のレベルアップ支援」とも整合している。 
 

４．協力の枠組み 

〔主な項目〕 

（１） 協力の目標（アウトカム） 

① 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

［プロジェクト目標］ 

UGPQ、CETIME、PACKTEC の、優先セクター（電気･電子分野、機械分野、包装分野）

における品質／生産性向上に係る普及・支援サービスを提供する能力が向上する。 

［指標］ 

1) 普及・支援活動の実績（400 件） 

2) 支援サービスに対する企業の満足度（80%） 

3) モデル企業の生産性（従業員一人あたり付加価値）の向上（平均 20%） 

4) モデル企業の不良品率の低下（平均 50%） 

② 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

［上位目標］ 

優先セクターの中小企業に品質/生産性向上活動が普及する。 



［指標］ 

1) 品質/生産性向上に関する活動を行う企業数(600 社) 

2) 品質/生産性向上普及活動の実績 

3) 品質/生産性活動に係る中小企業の認知度・理解度 

（２） 成果（アウトプット）と活動 
成果１．チュニジア政府内の品質･生産性向上支援にかかる組織・体制が整理される。 

活動 1-1 プロジェクト実施に係る戦略の策定（育成コンサルタントの数、コンサル

ティング、普及活動などの目標を含む） 
活動 1-2 年間活動計画及びモニタリング･評価システムの策定 
活動 1-3 モニタリング･評価のフィードバック 
活動 1-4 国内関係機関との連携構築・セミナー等による情報交換 
活動 1-5 海外関係機関との連携構築 
活動 1-6 プロジェクト後の長期的な体制案の策定 

［指標］ 
1-1 UGPQ、CETIME、PACKTEC での活動計画・実施体制の整備状況 
1-2 C/P 機関の長期体制案がチュニジア政府内の決定プロセスに載る 
1-3 他組織との連携活動の実績 

 
成果２．中小企業の品質･生産性向上活動に係るコンサルティング･サービスを提供する UGPQ、

CETIME、PACKTEC 内のコンサルタントが継続的に育成される仕組みが作られる。 
活動 2-1 コンサルタント育成計画の策定（到達が期待されるレベル、モデル企業の

選定を含む） 
活動 2-2 コンサルタント育成活動の実施（コンサルティングサービス（OJT）を含

む） 
活動 2-3 コンサルタント育成活動の評価とフィードバックによる改善案の策定 
活動 2-4 コンサルティング・データの蓄積 
活動 2-5 各種マニュアルの作成・改訂メカニズムの確立 

［指標］ 
2-1 一定の能力基準に達したコンサルタント1数 20 名 
2-2 フィードバックによる育成事業改善実績 
2-3 コンサルティング事例集・データの蓄積状況 
2-4 マニュアル作成・改訂実績 

 
成果３．UGPQ を中心に、品質／生産性向上活動に係る情報発信能力が向上する。 

活動 3-1 広報・情報発信戦略の策定 
活動 3-2 セミナー、広報活動の改善（年間 4 回の企業向けセミナー及び 4 回の職業

訓練校・民間コンサルタント向けワークショップを含む） 
［指標］ 

3-1 情報発信実績（件数、内容） 
 

（３） 投入（インプット） 
１）日本側（総額約 3.58 億円） 

・ 短期専門家 （総括／組織・普及、電機･電子、機械、包装） 
・ 研修員受入れ：コンサルタント（企業指導員）6 人 1 か月 x3 回、幹部レベル 3 人数週間

x1 回 

                                                  
1 CETIME 及び PACKTEC のコンサルタント 20 名が、企業への指導サービス提供を行う後進を独力で養成できる

レベルに達する 



・ 機材供与：巡回用車両 2 台、巡回用ノート PC3 台、巡回用ビデオカメラ 3 台、セミナー・

研修用プロジェクター1 台、その他必要な機材 
・ 事業運営経費の負担支援（セミナー開催費等の一部） 

２）チュニジア側（約 3,300 万円及び UGPQ の人件費・ランニングコスト等） 
・人員：プロジェクト総括責任者（産業・エネルギー・中小企業省産業戦略局長）、プロジ

ェクト実施責任者（UGPQ 局長）、UGPQ コンサルタント 6 名他、CETIME コンサルタン

ト 6～8 名、PACKTEC コンサルタント 3 名、事務職員 
・施設：日本人専門家およびカウンターパートのための事務所スペースと業務に必要な設

備（UGPQ、CETIME、PACKTEC） 
・ローカルコスト：C/P 人件費・活動諸手当、施設･設備・機材の維持管理費、その他運営

管理費 
（４） 外部要因（満たされるべき外部条件） 

１）成果達成のための外部条件 

  ・C/P の他の組織への大幅な異動がない。 

２）プロジェクト目標達成のための外部条件 

  ・品質･生産性向上支援活動の実施や体制維持に必要な予算･人員が適切に配置される。 

３）上位目標達成のための外部条件 

  ・政府の品質･生産性向上普及に係る方針が大きく変更しない 

・優先セクター企業の品質/生産性向上のニーズが変わらない。 

４）最上位目標達成のための外部条件 

  ・優先セクター以外にも適切に普及する政府方針が大きく変わらない。 

・各セクター企業の品質/生産性向上のニーズが変わらない。 

 

５．評価 5 項目による評価結果 
（１）妥当性： 
本案件は以下の点から妥当性が高い。 
１）チュニジア政府政策との整合性 

第 11 次開発 5 カ年計画（2007-2011 年）において、目標の一つとして「産業競争力の向

上」を掲げており、本プロジェクトはそれに整合する。産業･エネルギー・中小企業省

が推進する産業レベルアップ計画（PMN: Programme Mise a Niveau）と品質向上国家計

画（PQN）に合致している。 
２）対象セクター選定の適切性 

電気･電子分野、機械分野の輸出は近年大きく成長しており、また包装分野も輸出との

関連が深く、政府の目指す輸出競争力強化に貢献すると見込まれる。 
３）日本側援助方針との整合性 

外務省対チュニジア国別援助計画において「産業競争力強化」を開発課題とし、JICA 国

別援助実施方針では「産業界のレベルアップ支援」を重点課題に位置づけており、本プ

ロジェクトの目標はこれらに合致する。 
４） 我が国の比較優位 

本案件の対象とする生産性・品質管理の技術分野は日本の製造業が他国に先んじた知

識・経験を有していて、また、JICA としても過去に同分野の技術協力を実施している

ことから、日本が協力することの優位性が高い。 
 

（２）有効性： 
 本案件については、以下の点から有効性が確保されている。 



１） 高評価を得て終了した開発調査「品質／生産性向上マスタープラン」のパイロットプ

ロジェクトと同様の手法を用いつつ、さらに本格的な実施体制の下で技術移転を進め

ていくことから、プロジェクト活動の実施による成果の達成を通じ、目標である

「UGPQ、CETIME、PACKTEC の、優先セクター（電気･電子分野、機械分野、包装分

野）における品質／生産性向上に係る普及・支援サービスを提供する能力が向上する」

は十分達成可能と見込まれる。 
２） プロジェクト目標の達成には、広報・普及を始めとしてセクター横断的な品質／生産

性向上活動全般を推進する UGPQ の能力強化と各セクターでの技術指導を行う

CETIME・PACKTEC の能力強化が必要となるが、成果３及び成果２がそれぞれに貢献

すると共に、UGPQ 及び各技術センター、更には内外関係機関との連携を含めた、チ

ュニジアにおける品質／生産性向上活動への総合的な支援体制を整理する成果１によ

り、総合的かつ長期的な視点も含めてプロジェクト目標が達成されることが見込まれ

る。 
３） 目標達成の外部条件となる先方実施機関の予算、人員も確保される見通しである。 

 
（３）効率性： 

本案件については以下の理由から効率性が見込まれる。 
１） 開発調査「品質／生産性向上マスタープラン」のパイロットプロジェクトの経験を生

かした実施、実施機関の既存施設・機材の有効活用、技術移転内容に即した日本人専

門家の選定・派遣により、効率性が確保されると見込まれる。 
２） 実施機関が 3 箇所に分散しているため関係者間の密接なコミュニケーションの確保に

留意が必要であり、また、同時期に実施される EU プロジェクトとの調整も不可欠と考

えられるが、同様の状況下で開発調査のパイロットプロジェクトは成果をあげており、

大きな支障が生じることは見込まれない。 
 

（４）インパクト： 
インパクトについては、以下の点につき発現が見込まれる。 
１） 品質／生産性向上に関する政策変更、環境変化は当面考えられず、プロジェクト目標

達成後の自立発展により上位目標である「優先セクターの中小企業に品質/生産性向上

活動が普及する」は達成可能と見込まれる。特に、当プロジェクトでは、新たな機材

導入等を伴わずに実行可能な品質／生産性向上活動に焦点を当てており、また、技術

センターの指導を受ける際には補助を受けられる制度が現有するため、企業の規模や

資金に限らず、普及の見込みは比較的高いと判断される。 
２） プロジェクト内の普及・広報活動により、当プロジェクトの実施機関である 2 つの技

術センター以外に存在する 6 つの技術センターを中心に対象セクター以外のセクター

での品質／生産性向上に係る支援能力の向上、またセミナー等を通じた民間コンサル

タントの能力向上も期待できる。 
 

（５）自立発展性： 
 自立発展性は評価の結果、以下のように見込まれる。 
（政策・制度面） 
１） 中長期的にも産業競争力強化、品質／生産性向上に関する大きな政策・制度変更は見

込まれず、プロジェクトの発展を導くと期待できる。 
（組織・財政面） 
１） プロジェクト終了後に広報普及をはじめ、セクター横断的な政策施策を担当する

UGPQ がそのまま恒久的な部署として位置づけられる結果となるか未定2であるが、実

質的にセクターごとの生産現場での指導ノウハウを中心に品質／生産性向上支援サー

                                                  
2 UGPQ は現時点で 2010 年までの時限的組織だが、2013 年までの存続が法規上更新される予定（大臣了承済み）

であることを詳細計画策定調査のミニッツにて確認した。 



ビスを実施する技術センター（CETIME、PACKTEC 等）は今後も存続すると見込まれ、

現場指導に係る組織的持続性は高い。同時に、UGPQ を中核とする長期的な体制の検

討もプロジェクトのスコープに入っており、全体的な品質／生産性向上支援に係る組

織面においても自立発展性を阻害する要因は小さい。技術センターの対企業サービス

は予算面で拡大傾向にある。人員数は安定推移している。 
（技術面） 
１） チュニジア側は、例えばチュニジア人のシニアなコンサルタントが若手とペアになっ

て日本人専門家と企業訪問を行い、後進の育成を行う等の考えも持っており、プロジ

ェクトの後半では、チュニジア人 C/P が前面に出て各種活動を行い、また、チュニジ

ア人人材を育成できるようになることが見込まれ、プロジェクト終了後も同 C/P を中

心に継続的にノウハウが継承される見込みである。 
２） また、企業への実地のコンサルティング活動のみならず、コンサルタントを育成する

内部での研修・座学についても、チュニジア側が継続的に行える能力を向上させるこ

とを期待しており、日本人専門家とチュニジア人コンサルンタントが研修・座学の指

導や、マニュアルの作成・改訂を共同して行い、最終的にはチュニジア側が独自にで

きるようになることが見込まれる。 
３） 品質／生産性向上技術は知識として比較的普及しているものの SMEにおける実践の浸

透度は低く、技術陳腐化の恐れは当分ないと予想される。 
  

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 
（貧困・ジェンダー） 
本案件では、産業セクターの競争力強化を支援することで、産業開発を促し、雇用促進にも貢

献することが期待されている。失業問題は女性および若年層という社会的な弱者で特に顕著で

あることから、本案件が貧困、ジェンダー等に対し、負の影響を持つことはないと評価できる。

（環境） 
本件では生産性・品質向上の手法の中で、５S、職場における安全などについても対応すること

になる。また、効率的な生産活動の実践により、資源の省力化がはかられることから、環境面

に対する負の影響を持つことはないと評価できる。 
 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 
（１）チュニジア国の類似案件：「品質／生産性向上マスタープラン調査」（2006～2008） 
 上記開発調査では、新規の機械設備の導入を伴わずとも可能な品質/生産性向上の余地が残さ

れているとの仮説をもとに、レイアウト改善、５S、QC７つ道具等の指導が有効であることを

検証した。 
 今回のプロジェクトでも上記開発調査同様、新規の機械設備の導入を前提としない品質･生産

性向上指導を行うことを想定し、具体的な改善手法は、セクターや個別の企業に即して判断す

るが、類似のツールを用いた指導能力の向上を図ることとしている。 
 

（２）国外の類似案件：コスタリカ生産性向上プロジェクト（2001～2006） 
上記プロジェクトでは、中米域内産業技術育成センター（CEFOF）に対し、2001 年から 2006

年に対して行った技術協力プロジェクトで、CEFOF の組織体制確立、コンサルティングサービ

ス、生産管理、品質管理、業務管理、生産性測定分野の技術移転、情報･普及促進サービスの充

実の分野での技術協力支援を行った。 
上記案件からの教訓としては、生産性向上分野の経営コンサルタント育成を目標とする技術

協力プロジェクトの場合、公共部門と民間部門との間における役割分担の状況を把握するため

に、事前調査の段階で、その役割分担の部分について詳細な調査を実施する必要がある点が挙

げられる。 
本件プロジェクトでは、詳細計画策定調査の際に官民双方から意見を聴取し、公的機関であ



る技術センターによるコンサルティング活動について、民間コンサルタントの一部からは政府

に有利な競争条件となっているとの声もあった。本件プロジェクトの究極的な目標は、チュニ

ジア産業における品質／生産向上活動の普及・促進であるが、チュニジア産業界の現状では、

本件プロジェクトで扱うような企業の生産現場における生産管理技術の向上を指導できるコン

サルタントはチュニジア国内に十分に存在していないと考えられ、技術センターのコンサルタ

ントサービスを通じて基本的な品質／生産性向上活動を行う企業層を拡大することは妥当と考

えられる。他方で、長期的な品質･生産性向上支援にかかる組織・体制を検討する際には、将来

的な官民の役割分担の方向性について十分留意する。また、コンサルティング活動対象となる

企業についても、シックス・シグマ等の指導を望んでいるようなハイエンドな企業層向けのコ

ンサルタント活動は民間コンサルタントに委ね、技術センターはより基礎的な技法で多くの中

小企業の底上げを図り、それらがハイエンドな企業層への移行に繋がるような役割に限定する

ことが適当と整理した。 
 

８．今後の評価計画 
・ 中間レビュー：プロジェクト終了 1 年半前 
・ 終了時評価：プロジェクト終了 6 ヶ月前 
・ 事後評価：プロジェクト終了後 3 年後 
 


